
第 回景況調査 年 月調査  

●●●●    相次相次相次相次ぐぐぐぐ問題問題問題問題とととと経済経済経済経済へのへのへのへの影響影響影響影響 

 昨年の衆議院選挙で圧勝し、磐石と思われた小泉自民党政権が厳しい状況に陥ってい

ます。この数ヶ月で耐震構造計算書偽造、ライブドア、牛肉輸入、防衛施設庁の不正発

注と相次いで大きな問題が表面化し、大きな政治問題となっているからです。 

 これらの問題は、日本経済にもいろいろな形で影響しています。ライブドア問題が発

覚した直後の株式市場の混乱、牛肉問題による食品関連ビジネスへの影響など、経済や

ビジネスに大きく関わっています。特に、昨年十一月以降発覚した耐震構造計算書偽造

問題は、後でも触れるようにすでに十 十二月期の景況調査にすでに影響が現れていま

す。景気が久しぶりに戻りつつあるときだけに、こうした問題による影響はできるだけ

小規模に抑えたいものです。 

 

●●●● 年十年十年十年十 十二月期十二月期十二月期十二月期のののの景気景気景気景気はははは  

 中同協の『同友会景況調査報告 』によると、 年一 三月期の不況

の底から中小企業は這い上がりを見せ、 年十 一二月期の業況判断 「好転」

から「悪化」を引いたもの は 年七 九月期以降、最も高い数字となっています。

景気は、確かにジグザグしながらも四年近くにわたって上昇を見せ、最近では景気拡大

期が高度成長の「いざなぎ景気」 年十一月から 年七月の ヵ月間 を

超えるのではと取り沙汰されてもいます。 

 確かに、いろいろな景況に関する調査を見ても、同じように景気回復を示すものが増

えています。しかし、景気回復の見方は人によって違いがあるようです。『エコノミス

ト』 臨時増刊二月十三日号 では、「九〇年代の景気回復とは異質 目を見張る収益

力改善」として、九〇年代の景気回復時とは異なっている点を強調した論調が紹介され

ています。九〇年代の構造改革とグローバル競争の中で、淘汰とスリム化が進んだこと

で、日本経済の仕組みは大きく変化し、最近では企業の収益力もついてきたとしていま

す。 

 一方で、中同協の『同友会景況調査報告 』第 号 年十 十二

月 では、景気動向を「景気上昇続くも格差広がり浮揚力弱し」としています。景気の

回復は認めながらも、回復の内容を細かく見ると気になる点があるというのです。 

 

●●●●景気回復景気回復景気回復景気回復のののの気気気気になるになるになるになる点点点点 

 中同協の では、第一に、地域ごとの景況の差を指摘しています。関東、中部が

比較的好調であるのに対し、北海道 東北、九州 沖縄の数字はよくありません。近畿も

なかなか力強さを見せてくれません。利益については、景況以上に差が現れています。 

 第二に、製造業やサービス業は比較的堅調なのですが、流通 商業は今期落ち込むな



ど業種による差が見られることです。特に、建設業は今期落ち込んでいるだけでなく、

来期も厳しい見方をしています。構造計算書偽造問題などの影響が大きいことを示して

いるようです。 

 第三に、 年の一 三月期、四 六月期について、厳しい見方をしている企業

が多いことです。景気は回復基調にあるとはいえ、引き続き好調は持続するという見方

をしている企業が必ずしも多くはない点は気になるところです。こうしたことから、

では「景気上昇続くも格差広がり浮揚力弱し」という見方をしているわけです。 

 

●●●●大阪大阪大阪大阪のののの経済情勢経済情勢経済情勢経済情勢 

 大阪府立産業開発研究所が一月に発表した「最近の経済情勢」では、「大阪経済は一

服感がみられるものの、改善基調が続く」としています。これは、指標によって状況が

異なっているからです。 

 指標ごとに見ると、輸出や住宅建設、家電製品販売などは堅調で、経済状況の改善を

示しています。しかし、大型小売店販売額や新車販売台数は減少しています。生産につ

いては、前年同月比で見て七ヶ月連続で減少しています。倒産件数も四ヶ月連続で前年

を上回っていました。 

 中同協の調査にもあったように、国内地域ごとの景況の差が広がりつつあります。そ

の中で、 や他の指標を見ると近畿圏や大阪の位置はほぼ中間的なところにあるよ

うです。改善基調はあるものの、慎重に見るとまだ力強さに問題はある、といったとこ

ろです。 

 

●●●●大阪同友会大阪同友会大阪同友会大阪同友会のののの調査調査調査調査からからからから 

 大阪同友会の 年十 十二月期の景況調査データをみると、前期比では業況判

断、売上高、経常利益いずれも は前期マイナスだったのが、プラスに転じています。

前年同期比では売上高 は前期と比べ下がったものの、業況判断、経常利益ともやや

上昇しています。比較的好調だった企業が多かったことを示しています。 

 しかし、来期 年一 三月期 については、売上高、経常利益について厳しい見

方をしている企業が多くなっています。 

 今回の景況調査から特徴的な点を三つ指摘しておきます。第一に、仕入価格の上昇傾

向は依然として続いているものの、来期に関しては横ばいと考えている企業が増えてい

ることです。横ばいでも高値安定では問題が残るのですが、これまでのような上昇は収

まるだろうと考えている企業が増えていることは確かです。 

 第二に、人手不足感が着実に強まっていることです。従業員を増やしている企業も増

加しているのですが、それでも不足を感じている企業が増えています。大阪の雇用状況

も改善しつつある中で、今度は人集めをどうするのかが問題になりそうです。 



 第三に、設備投資に積極性が見られていることです。前回の景況調査で大阪の特徴と

して設備投資に慎重と評価したのですが、今回のデータを見ると改善の方向にあります。

この点は、今後期待できる点です。  

 

 



 



 

 


